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凡 例

：浸透対策 ：パイピング対策

：流下能力対策 ：侵食・洗掘対策
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L=0.75km：実施済(0.20km)
R2予定(0.40km)

※四捨五入の関係で、計算値が一致しない場合がある。

L=0.89km：実施済 （0.89km)

L=0.47km：実施済(0.47km)

L=0.10km：実施済(0.10km)L=1.94km：実施済(0.90km)

※現時点の予定であり
今後変更になる可能性があります。
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L=0.18km：実施済(0.18km)

L=0.20km

埼玉県
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L=0.32km：実施済(0.32km)
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（重複無し）

内訳

浸透対策
パイピング

対策
流下能力
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計画延長 9.4km 6.2km 1.4km 2.6km －

実施済 2.3km 0.7km 1.2km －

施工予定 1.2km 0.0km 0.7km －

残延長 2.7km 0.7km 0.7km －

：都県境

：区市町境

：管理境

L=0.52km：R2予定(0.52km)

L=0.21km：R2予定(0.21km)

① 堤防の整備状況（江戸川）

○江戸川において優先的に実施する堤防整備等（堤防天端舗装含む）

R2.12末現在
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江戸川河川事務所



※四捨五入の関係で、計算値が一致しない場合がある。
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L=0.14km：実施済(0.11km)

L=0.18km：実施済(0.18km)
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L=0.53km
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L=1.44km：実施済(0.27km)
R2予定(0.20km)

：都県境

：区市町境

：管理境

※現時点の予定であり
今後変更になる可能性があります。

凡 例

：浸透対策 ：パイピング対策

：流下能力対策 ：侵食・洗掘対策

L=0.35km

L=0.08km：実施済(0.08km)

L=0.63km：実施済(0.54km)

L=0.29km：R2予定(0.29km)

R2.12末現在

L=1.89km：R2予定(0.51km)

L=0.11km

L=0.22km：R2予定（0.22km)

実施区間延長
（重複無し）

内訳

浸透対策
パイピング

対策
流下能力
対策

侵食・洗掘
対策

計画延長 7.2km 0.5km 0.2km 7.2km 0.1km

実施済 0.0km 0.0km 1.7km 0.0km

施工予定 0.0km 0.2km 2.3km 0.0km

残延長 0.5km 0.0km 3.2km 0.1km

L=0.28km：R2予定(0.22km)

L=0.44km：R2予定(0.22km)

① 堤防の整備状況（中川・綾瀬川）

○中川・綾瀬川において優先的に実施する堤防整備等（堤防天端舗装含む）

３

江戸川河川事務所



江戸川 左岸 55.5k

江戸川 右岸 56.0k
江戸川 右岸 42.0k

綾瀬川 右岸 12.5k

江戸川 左岸 30.5k

中川 左岸 20.0k

江戸川 左岸 44.5k

綾瀬川右岸12.0
八潮 柳之宮

江戸川左岸42.0
野田 岩名

（簡易水位計）

（簡易水位計）
（簡易水位計）

（簡易水位計）

（簡易水位計）

（簡易水位計）

（簡易水位計）
（CCTVカメラ）

（CCTVカメラ）

位 置 図

【情報提供について】
・危機管理型水位計、簡易水位計、CCTVカメラ、簡易型河川監視カメラのいずれも
川の防災情報にて現在配信中

・ CCTVカメラについては、江戸川河川事務所HPからも閲覧可能

江戸川 左岸 29.25k
（危機管理型水位計）

江戸川 左岸 42.9k
（危機管理型水位計）

江戸川 右岸 54.0k
（危機管理型水位計）

江戸川 右岸 51.5k
（危機管理型水位計）

凡 例

CCTVカメラ

簡易型河川監視カメラ

中川 左岸 29.0k
（簡易型河川監視カメラ）

坂川 左岸 1.5k
（簡易型河川監視カメラ）

利根運河 左岸 6.5k
（簡易型河川監視カメラ）

利根運河 右岸 4.0k
（簡易型河川監視カメラ）

危機管理型水位計

（危機管理型水位計）
利根運河 右岸 5.01k

簡易水位計

② 簡易型河川監視カメラの設置

４

江戸川河川事務所



②リアルタイムの河川⽔位に対応して
表⽰の⾊が変化し、危険度がわかりま
す。

③河川カメラのアイコンを選択するこ
とで河川の状況が簡単にみられます。

①危機管理型⽔位計に加え、通常⽔位
計や河川カメラが同⼀画⾯に表⽰され
ます。

（イメージ）

■特徴的な機能

（イメージ）

危機管理型⽔位計

通常⽔位計

河川カメラ
氾濫危険⽔位

避難判断⽔位

○川の水位情報サイトについて

国、都道府県の河川水位情報を一元的に提供。河川カメラも表示。

https://k.river.go.jp/

② 簡易型河川監視カメラの設置

5
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江戸川河川事務所



③ 防災教育補助教材の作成支援

○防災意識の普及と防災教育の支援のため、沿川自治体の小・中学校を対象に「防災教育学習指導計画（案）」の作成支援及び「防
災教育支援資料」等の作成を実施した。

年度 支援内容 作成協力・連携団体

平成２９年度 小学校４年生社会科 防災教育学習指導計画（案）の作成支援 川口市立戸塚北小学校

平成３０年度 三郷市小学校社会科 副読本の作成支援 三郷市教育委員会

令和元年度
小学校５年生理科 防災教育支援ツールの作成 川口市立戸塚北小学校

野田市小学校社会科 副読本の作成支援 野田市教育委員会

令和２年度
中学校社会科（地理的分野） 防災教育支援資料（案）の作成
（資料に対するアンケート調査の実施）

埼玉県東部教育事務所
埼玉県東部地区中学校

〈中学校社会科 防災教育支援資料（案）イメージ〉

7
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④ 防災教育担当者を対象とした防災教育支援取組紹介

埼玉県東部地区防災教育担当主事会議に参加し、江戸川河川事務所において、
過去に取り組んだ防災教育支援内容・埼玉県東部地区における浸水特性・防災情
報発信等について、情報提供をした。その後、各自治体教育委員会を通じて、教
育現場の先生方にアンケートを実施し、頂いたご意見等を踏まえて、防災教育支
援資料を作成した。

埼玉県東部地区防災教育担当主事会議

江戸川河川事務所



⑤ オンラインワークショップの導入 熊谷地方気象台

〇気象庁では、地域における防災対応推進を図る目的で、地方公共団体防災担当者向けの「
気象防災ワークショッププログラム」を開発、平成30年5月から一般公開
〇パソコンやスマートフォン等によりテレビ会議を実施できるアプリケーション（Zoomミーティング

）を活用して、有識者の指導と実践を通じて、オンラインで気象防災ワークショップを実施するた
めのノウハウを詰め込んだマニュアルを作成

〇コロナ禍においても、多くの地方公共団体の参加とグループワークを可能とする「オンラインワ
ークショップ」を導入

オンラインによる気象防災ワークショップの開催状況
（令和2年11月30日）

オンラインによる気象防災ワークショップの開催状況
（令和2年12月16日）

運営スタッフ（気象台） オンラインでの参加者等
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想定最⼤規模降⾬を対象とした洪⽔ハザードマップは、18⾃治体で既に令
和２年度までに公表済み、4⾃治体で令和3年度以降の作成予定となってい
る。※草加市、船橋市、野⽥市、流⼭市、葛飾区でR2年度に公表

草加市 野田市

【具体事例】【R2年度実施状況】：令和3年1月末時点

想定最大規模降雨を対象とした
洪水ハザードマップの作成状況

⑥ 水害ハザードマップの作成状況 各自治体の取組

R2年度までに作成済み

R3年度以降に作成



⑦ 洪水・内水ハザードマップの作成 船橋市

〇想定最大規模降雨による洪水・内水の浸水想定区域を反映したハザードマップを作成し、
全戸配布を行った。

〇情報学習面に「マイタイムライン」を新たに掲載した。



⑧ 災害時防災情報電話サービスの実施 さいたま市

◇災害時防災情報電話サービス事業【さいたま市】
昨年度までの経緯・背景

○本市では災害時、プッシュ型の情報伝達手段として同報系防災行政無線を市内各所に
設置しているが、場所や天候などの状況によって聞こえづらくなることがあるため、
防災行政無線メール（登録制）やテレビ埼玉データ放送への内容の掲載などにより対
応している。

○しかしながら、携帯電話・スマートフォンを持っていない高齢者などへの避難勧告等
の伝達が課題となっている。

実施内容・今年度の実施状況
○携帯電話等を所持しておらず、情報の受け取りが困難な高齢者等を対象として、電話

・ＦＡＸにより避難所開設や避難勧告等の情報を配信するサービスを導入する。

・市への申請により電話番号をシステ
ムに登録

・災害時には避難勧告等の防災情報を
登録された電話番号に配信

・電話を受け、合成音声で読み上げら
れた防災情報を聞くことができる

・ＦＡＸも選択可

市
役
所

災
害
対
策
本
部

電話・FAXで情報を受取

防災情報を入力

事前に申請・電話
番号を登録

インター
ネット回線

サービスのイメージ図

配 信



⑨ 浸水ナビを活用した水害リスクの周知 春日部市

【目的】
新型コロナウイルス等の感染症下において、住民自身が自宅の浸水深を把握し、適切な
避難行動をとれるようにすること。
【内容】
市ホームページに住民向けの浸水ナビ操作マニュアルを掲載。広報８月号に浸水ナビの
概要について掲載し、ホームページへのQRコードを添付した。
【期待する効果】
○住民が自身のとるべき避難行動を理解できる。
○２階以上での在宅避難や浸水しない地域での車中泊避難などが可能な場合、避難所で

の混雑や密を軽減できる。



⑩ 小・中学生向けマイ・タイムラインの実施 春日部市

【目的】
台風の接近や大雨が予測されているとき、
どのような行動をするのかを児童、生徒自
身が考え、保護者と共有することで、家庭
での風水害への防災力の向上を図る。
【内容】
小学３年生～中学３年生を対象として、授
業や朝礼の時間で児童、生徒が例を参考に
マイ・タイムラインを作成。家庭に持ち帰
り、保護者のコメントを記入してもらい翌
日学校へ提出した。
【効果】
○風水害に関する知識の普及に貢献した。
○各家庭の防災力の向上につながった。

（マイ・タイムラインの見本）



⑪ コロナ禍を想定した職員訓練の実施 吉川市

第５回吉川市減災プロジェクト（職員訓練）を開催しました。

避難所開設・運営のマニュアルを作成した。新しい方針に基づく避難所開設・運営について、一連の動き
を訓練することにより実効性を高め、来る災害に備えることを目的として実施。

日時 令和２年８月２４日～８月２５日（分散開催）
内容 ①受付訓練 感染疑いのある方と健康な方とで、避難者を検温及び問診によってトリアージ（選別）し、避難先の

部屋を指定する。
②ゾーニング訓練 A：健康（一般） B：感染疑い C：Bの接触者 として、受付で振り分けられてきた避難者

を専
用のスペースに誘導し、部屋の中での避難者の配置を、距離を考慮しながら決定する。

③資機材組立訓練 新型コロナウイルス対策で新たに避難所備蓄物資として配備する簡易ベッド、パーテーショ
ン、段ボール間仕切りの組立てについて訓練する。

受付（トリアージ）訓練の様子 資機材組立訓練の様子



⑫ 水災害に関する説明会や避難訓練の開催

避難所設営訓練

杉戸町

洪水ハザードマップ説明会

避難訓練（体育館から校舎へ）

小学生へ町防災の説明



⑬ 水害対応図上訓練の実施 葛飾区

○令和元年東日本台風を想定した、災害対策本部の図上訓練を実施しました。
○同日に、区内の全ての学校避難所を開設する訓練も実施しました。



⑭ 地区防災計画策定のための支援委託 江戸川区

○共助による地域の防災力向上を図るため、防災士を派遣し適宜アドバイスを行うことで
地区防災計画策定を促進

○令和２年度はモデル３地区を選定

○コロナ禍の影響により、現在１地区のみ実施中



⑮要配慮者利用施設の避難確保計画作成支援及び避難訓練の実施 茨城県

【令和２年度に実施した内容】
〇市町村へ要配慮者施設の確認及び地域防災計画への位置付けを依頼し，対象施設の取組状況を取りまとめた。
〇市町村，河川事務所，気象庁と連携し，「要配慮者利用施設の避難確保計画作成に係る講習会」を開催した。
〇また，作成率が８割を超えたことから，作成支援から避難訓練の支援に軸足を移しつつある。

茨城町における要配慮者
利用施設の避難確保計画
作成に係る講習会

※コロナ禍にあり施設からの協力が得られにくいが，大子町，つくば市の施設において避難確保計画に基づく避
難訓練を支援予定。

〇災害対応勉強会において，作成率が飛躍的に向上した取手市の取り組みの紹介を行うとともに，要配慮者利
用施設の考え方について提示した。

対象市町村 実施日 支援機関

茨城町 令和２年１０月６日 常陸河川国道事務所，水戸地方気象台，茨城県

大子町 令和３年１月予定 国土交通省関東地方整備局，水戸地方気象台，茨城県

つくば市 令和３年１月以降予定 国土交通省関東地方整備局，水戸地方気象台，茨城県



19

⑯ 住民避難力強化事業（マイ・タイムライン等作成支援事業の実施） 茨城県

【令和２年度に実施した内容】
令和２年度住民避難力強化事業において，マイ・タイムライン等の作成支援事業を実施した。
・実施回数：計１９回（１２市町） ※令和２年１２月１５日時点
・対 象：水害の危険度が高い地域に居住する県民，県庁見学により来庁した小学生，要配慮者を支援する福祉

関係職員
※県内の市町村及び県関係部局と連携し，様々な年代の県民に向けた防災知識の効果的な啓発を
促進した。

・実施内容：①ハザードマップを活用した居住地域の災害リスク及び避難先の確認。
②避難勧告等行政が発信する情報の確認及び避難のタイミングの検討。
③マイ・タイムライン作成を通じた，避難に向けた準備行動及び行動するタイミングの検討。
※家庭におけるマイ・タイムラインの作成を支援する為，家族構成に応じた４つの作成例や，作成支援
動画を制作し，県ホームページへ掲載している。

↑ マイ・タイムライン作成支援動画

← マイ・タイムラインの作成例

← 県庁見学における
マイ・タイムライン作成
講座（県政シアター）

ケアマネジャー等への →
マイ・タイムライン作成講座
（利根町役場大ホール）



⑰ 洪水浸水想定区域図及び水害リスク情報図の公表 埼玉県

○埼玉県では、水防法第１４条の規定に基づき、１８の河川について想定し得る最大規模の降
雨による洪水浸水想定区域図を令和２年５月２６日に公表

○水防法に義務付けられていない１４８河川の区間についても、同様の内容からなる水害リス
ク情報図を県独自に公表

○市町村に浸水想定区域図等の電子データや市町村別の図面データを提供
○公表する図面は「浸水想定区域及び浸水深」、「浸水継続時間」など

浸水想定区域及び浸水深 浸水継続時間


